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新潟県・本社所在地の移転調査（2024 年） 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク

に帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります 。著作 権法 の範 囲内 でご 利用い ただ き、

私 的 利 用 を 超 え た 複 製 お よ び 転 載 を 固 く 禁 じ ま

す。  
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帝国データバンク新潟支店は、2024 年に新潟県と他都道府県との間で「本社所在地の移転」が判

明した企業（個人事業主、非営利法人等含む）について、保有する企業概要データベースのうち業種や

売上規模が判明している企業を対象に分析を行った。「転出」企業数は 10 社、「転入」企業数も 10 社

で均衡。業種別ではともに「サービス業」が最も多く、売上規模別では「1 億円未満」が主流を占めてい

る。 

 

[注 1] 本社とは、実質的な本社機能（事務所など）が所在する事業所を指し、商業登記上の本店所在地と異なるケースがある  
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新潟県・本社所在地の移転調査（2024 年） 

「転出」「転入」とも 10 社で均衡、「サービス業」がトップ 

２０２４年に新潟県から他都道府県へ本社を移転した「転出」企業数は 10 社だった。一方、他都道府県

から新潟県へ本社を移転した「転入」企業数も 10 社と均衡している。 

転出先で多いのは「東京都」（4 社、構成比 40.0％）、次いで「長野県」（3 社、同 30.0％）。転入先で

も「東京都」（4 社、構成比 40.0％）が最も多く、次いで「神奈川県」（2 社、同 20.0％）だった。 

業種別では「転出」「転入」ともに「サービス業」がトップ。 

都道府県別  

 

業種別  

 

 

 

２３年比 ２３年比

（１年前） （１年前）

社数合計 11 20 10 △ 10 16 8 10 +2

建設業 0 1 1 ±0 4 0 2 +2

製造業 0 2 2 ±0 2 2 2 ±0

卸売業 4 2 1 △ 1 2 3 0 △ 3

小売業 1 2 1 △ 1 2 2 2 ±0

運輸・通信業 1 1 0 △ 1 0 1 0 △ 1

サービス業 3 9 4 △ 5 5 0 3 +3

不動産業 1 2 1 △ 1 0 0 1 +1

その他 1 1 0 △ 1 1 0 0 ±0
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業
種
別

新潟県から「転出」 新潟県へ「転入」

２３年比 ２３年比

（１年前） （１年前）

社数合計 11 20 10 △ 10 社数合計 16 8 10 +2

東京都 3 7 4 △ 3 東京都 9 2 4 +2

長野県 1 0 3 +3 神奈川県 0 2 2 ±0

沖縄県 0 0 1 +1 千葉県 3 0 1 +1

千葉県 0 2 1 △ 1 群馬県 0 0 1 +1

山形県 0 0 1 +1 山形県 0 0 1 +1

青森県 0 0 1 +1
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新潟県から「転出」 新潟県へ「転入」
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新潟県・本社所在地の移転調査（2024 年） 

「転出」「転入」ともに売上高「1 億円未満」の小規模企業が主流 

新潟県からの「転出」では「1 億円未満」が 5 社（構成比 50.0％）で最も多く、次いで、「1-10 億円未

満」が 3 社（同 30.0％）、「10-100 億円未満」が 2 社（同 20.0％）となった。「転入」では「1 億円未満」

が 7 社（構成比 70.0％）でトップ。次いで、「1-10 億円未満」が 2 社（同 20.0％）、「10-100 億円未

満」が 1 社（同 10.0％）となっている。 

「転出」「転入」ともに小規模な企業が多い。 

売上高規模別  

 
 

（参考）都道府県別一覧表  

２３年比 ２３年比

（１年前） （１年前）

社数合計 11 20 10 △ 10 16 8 10 +2

1億円未満 2 12 5 △ 7 8 3 7 +4

1-10億円未満 8 5 3 △ 2 7 3 2 △ 1

10-100億円未満 0 3 2 △ 1 1 2 1 △ 1

100億円以上 1 0 0 ±0 0 0 0 ±0

[注] 売上高「1億円未満」には未詳分を含む
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新潟県から「転出」 新潟県へ「転入」

2024年　本社転出入　都道府県別
転入-転出 転入-転出 転入-転出

社数 社数 社数

北海道 26 21 ▲ 5 岐阜県 22 35 13 佐賀県 18 13 ▲ 5

青森県 7 6 ▲ 1 静岡県 27 44 17 長崎県 9 4 ▲ 5

岩手県 4 12 8 愛知県 83 56 ▲ 27 熊本県 12 10 ▲ 2

宮城県 21 30 9 三重県 17 18 1 大分県 11 7 ▲ 4

秋田県 6 0 ▲ 6 滋賀県 27 14 ▲ 13 宮崎県 7 17 10

山形県 3 5 2 京都府 39 56 17 鹿児島県 9 7 ▲ 2

福島県 10 19 9 大阪府 212 174 ▲ 38 沖縄県 13 14 1

茨城県 18 39 21 兵庫県 94 112 18

栃木県 25 27 2 奈良県 20 28 8

群馬県 16 30 14 和歌山県 5 10 5

埼玉県 161 201 40 鳥取県 9 5 ▲ 4

千葉県 119 186 67 島根県 6 8 2

東京都 757 616 ▲ 141 岡山県 12 16 4

神奈川県 284 251 ▲ 33 広島県 28 27 ▲ 1

新潟県 10 10 0 山口県 12 12 0

富山県 9 9 0 徳島県 7 7 0

石川県 6 8 2 香川県 16 8 ▲ 8

福井県 3 7 4 愛媛県 15 9 ▲ 6

山梨県 12 15 3 高知県 2 2 0

長野県 12 26 14 福岡県 59 69 10

都道府県 転出 転入都道府県 転出 転入 都道府県 転出 転入


